同行援護のアセスメント調査票

●手順　　　　
①下記調査票で、Ⅰ～Ⅲのいずれかが１点以上、かつ、Ⅳの点数が１点以上になるか確認する。
②「身体介護を伴う」が必要な場合は、障害支援区分の認定も申請する。

なお、認定の結果、次のアイのいずれにもあてはまる場合に、身体介護を伴うと決定可。

ア）障害支援区分２以上

イ）次の認定調査項目の５項目のいずれかにあてはまること。

1歩行：「全面的な支援が必要」

2移乗：「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

3移動：「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
4排尿：「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
5排便：「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
	
	調査項目
	０点
	１点
	２点
	特記事項
	備考

	Ⅰ視力障害
	視力
	1．普通（日常生活に支障がない。）
	2．約１ｍ離れた視力確認表の図は見ることができるが、目の前に置いた場合は見ることができない。
３．目の前に置いた視力確認表の図は見ることができるが、遠ざかると見ることができない。
	4．ほとんど見えない。
5．見えているのか判断不能である。
	
	矯正視力による測定とすること

	Ⅱ

視野障害
	視野
	1．視野障害がない。
2．視野障害の1点又は2点の事項に該当しない。
	3．周辺視野角度(Ⅰ)/四視標による。以下同じ。）の総和が左右眼それぞれ80度以下であり、かつ、両眼中心視野角度(Ⅰ/二視標による。以下同じ。)が56度以下である。

4.両眼開放視認点数が70点以下であり、かつ、両眼中心視野視認点数が40点以下である。
	5．周辺視野角度の総和が左右眼それぞれ80度以下であり、かつ、両眼中心視野角度が28度以下である。

6.両眼開放視認点数が70点以下であり、かつ、両眼中心視野視認点数が20点以下である。
	視力障害の１点又は２点に該当せず、視野に障害がある場合に評価する
	

	Ⅲ

夜盲
	網膜色素変性症等による夜盲等
	1．網膜色素変性症等による夜盲等がない。

2．夜盲の1点の事項に該当しない。
	3．暗い場所や夜間等の移動の際、慣れた場所以外では歩行できない程度の視野、視力等の能力の低下がある
	該当なし
	視力障害又は、視野障害の1点又は2点の事項に該当せず、夜盲等の症状により移動に著しく困難を来したものである場合に評価する。必要に応じて医師意見書を添付する。
	人的支援なしに、視覚情報により単独歩行が可能な場合に「歩行できる」と判断する。

	
	
	
	計　　　　点
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	Ⅳ

移動障害
	盲人安全つえ（又は盲導犬）の使用による単独歩行
	慣れていない場所でも歩行可能
	慣れた場所でのみ歩行可能
	慣れた場所でも歩行できない
	夜盲による移動障害の場合は、夜間や照明が不十分な場所等を想定したものとする
	人的支援なしに視覚情報により単独歩行が可能な場合に「できる」とする

	
	
	
	計　　　　点
	
	
	


【事務処理要領から】（第2　支給決定及び地域相談支援給付決定事務抜粋）
(16) 同行援護について
ア　同行援護の利用を希望する障害者又は障害児の保護者が、（１）の支給決定の申請をした場合にあっては、市町村は（3）の障害支援区分認定調査を行う前に、同行援護アセスメント調査票による調査を行う。（支給決定の流れについては、図２を参照）
なお、同行援護アセスメント調査票のうち、「視力障害」については、障害支援区分の認定調査項目「４群　視聴覚機能　視力」と同様の取扱いとして差し支えない。
イ（５）の医師意見書の聴取及び（６）の一次判定（コンピュータ判定）については、身体介護を伴わない申請者の場合には行わないものとする。
なお、上記アの同行援護アセスメント調査票による調査において、当該調査項目中「夜盲」については、必要に応じて医師意見書を添付することとなるが、この医師意見書は、市町村審査会に障害支援区分に関する審査及び判定を依頼する際の医師意見書等により「夜盲」であることが確認できる場合については、省略して差し支えない。
ウ　身体介護を伴わない申請者の場合にあっても、市町村の判断により、（７）の市町村審査会での審査判定（二次判定）に準ずる形で同行援護アセスメント調査票の調査結果を用いて市町村審査会の意見を聴くこととしても差し支えない。
エ　（８）の障害程度区分の認定は、身体介護を伴わない申請者には行わないものとする。
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